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る，前期 1−t 時点までに景気の山（谷）が訪れなかった場合に今期 t 時点に山（谷）が訪れる事
前確率分布の推計を行っている．NBER（the National Bureau of Economic Research）が公表して
いる1954年から1990年の継続期間のデータを用いたWeibullハザード関数では，戦前の拡張局面
と戦後の後退局面において時間の経過に伴いその局面の終了確率が高まる傾向がみられる





 また，Cochran and Defina（1995）は1885年から1992年の株式市場の循環を対象に，Weibullハ
ザード関数の推計を行っており，戦前の拡張局面と戦後の後退局面において時間の経過に伴いそ
の局面の終了確率が高まることを示した．Harman and Zuehlke（2007）ではgeneralized Weibullハ
ザード関数を適用することにより，株式市場の循環では，時間の経過に伴い，戦前，戦後の拡張
局面，拡張局面のすべてで終了確率が高まることを示し，Weibullハザード関数に比較してより
適用性が高く，株価の予測に有用であることを実証している．さらに，Payne and Zuehlke (2006) 
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 サバイバル関数とはある状態（拡張局面または後退局面）が t 期継続している確率を示し，
Weibullモデルでは以下のとおり定義する． 
  )exp()( 1+⋅−= βα ttS                             (1) 
0>α ， ， 0>t である．このとき，ハザード関数は 
  
ββα tth ⋅+= )1()(                              (2) 
となり，対数をとると 
  [ ] )log())1(log()(log tth ββα ++=                       (3) 
と表せる．継続期間を決定するパラメータはβであり， 
   
  0>β のとき ハザード関数は単調増加関数 
  0<β のとき ハザード関数は単調減少関数 
  0=β のとき ハザード関数は定数 
   
となる． 




  [ ] 1)1(1)( −+⋅−= λβλα ttS                            (4) 
0>α ， ， 0≤λ のとき ∞<< t0 ， 0>λ のとき ( ) )/1(0 βαλ −<< t である．このと
き，ハザード関数は 
  [ ] λββα −⋅+= )()1()( tStth                           (5) 
となり，対数をとると 
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                 (6) 
と表せる．また，対数尤度関数は以下のように表せる． 
   









1 )(1log)1()(log),,;}({log λβα         (7) 
   
ただし， it は観測値（継続期間）， iJ はダミー変数（局面が終了していれば１，継続していれば
０）， )(tf と )(tF はそれぞれ密度関数と分布関数である．次に，短すぎる景気循環は認識され
ないので，景気循環の期間を調整する必要がある．そこで，Sichel（1991）と同様に拡張局面お
よび後退局面の最も短い継続期間 0t を基準とするように，対数尤度関数を 
   
       (8) 
   
と置き換える．最後に，密度関数と分布関数をハザード関数とサバイバル関数で置き換えると，
対数尤度関数は以下のとおりになる． 
   









01 )(log)(log)(log),,;}({log λβα         (9) 
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)1( )1log()1log()1( ββ λαλαλ    (11) 
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 １） 0t についてはSichel（1991）のp.256を参照した．また，詳細はAbraham and Farber（1987）p.285参照. 
 ２）Zuehlke（2003）の結果との比較を行うため，三井（2008）のαとβ，松岡（1998）のαとγを本稿
ではそれぞれβ+1 とαとおいている． 


























































































































弾力性をもつこと（positive duration dependence）が示された． 
 ② 景気後退局面ではWeibullモデルではβ＝０の帰無仮説は棄却できないが，Mudholkarモデ
ルは有意水準５％でβ＞０およびλ＞０が成立するため，継続期間が長くなればハザード関





 さらに，Zhou and Rigdon（2008）では戦前，戦後などの情勢変化に応じてハザード関数が異な
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